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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第26期において株式取得及び株式交換により連結子会社10社を有しております。なお、みなし取得日が第26

期末のため、第26期は貸借対照表のみが連結対象となり、該当事項のみを記載しております。 

３ 第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。第28期中の潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、当中間連結会計期間が非上場であり期中

平均株価の把握ができないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第28期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 (千円) ― ― 35,060,431 ― 43,200,979

経常利益 (千円) ― ― 6,509,805 ― 3,793,492

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 6,699,219 ― 4,320,074

純資産額 (千円) ― ― 33,518,117 8,057,987 26,818,897

総資産額 (千円) ― ― 140,304,453 55,355,174 134,135,307

１株当たり純資産額 (円) ― ― 33,565.54 815.92 1,342.84

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 6,708.69 ― 284.89

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 23.9 14.6 20.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 6,251,829 ― 8,311,129

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △5,936,409 ― △41,509,174

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 1,190,000 ― 31,511,828

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 7,073,627 ― 5,501,050

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) ― ―
5,252

〔3,091〕
3,470

〔1,582〕
4,785

〔 3,093〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第26期及び第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。第28期中の潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、当中間会計期間が非上場であ

り期中平均株価の把握ができないため記載しておりません。 

３ 第27期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は

記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第28期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 (千円) ― ― 3,255,754 1,267,889 4,891,470

経常利益 (千円) ― ― 747,754 296,340 463,589

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 465,175 154,605 233,695

資本金 (千円) ― ― 6,309,727 60,000 6,309,727

発行済株式総数 (株) ― ― 998,587 9,875,915 19,971,740

純資産額 (千円) ― ― 23,197,694 8,057,987 22,732,518

総資産額 (千円) ― ― 104,587,107 44,233,990 103,403,429

１株当たり純資産額 (円) ― ― 23,230.51 815.92 1,138.23

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 465.83 1,405.51 15.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 22.2 18.2 22.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 593,245 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △31,578,930 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 31,364,665 ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― ― 1,355,494 ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) ― ―
3,844

〔1,556〕
2,481
〔872〕

3,591
〔1,509〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであり

ます。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当企業グループに籍のある従業員のみを集計した就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の中間連結会計期間における平均雇用人数であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含んでおります。 

４ 従業員数が前期末に比べ467名増加しておりますが、これは運営受託ゴルフ場の増加及び季節雇用者の雇用

によるものであります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社に籍のある従業員のみを集計した就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含んでおります。 

４ 従業員数が前期末に比べ253名増加しておりますが、これは運営受託ゴルフ場の増加及び季節雇用者の雇用

によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当企業グループには、以下の労働組合があり、その名称、組合員及び上位団体は以下の通りでありま

す。なお、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となっております。

名称 住所

主要な事業 議決権の所有

関係内容資本金 の内容 [被所有]割合

(％)

㈱ゴルフ・アライア
ンス

東京都渋谷区 10,000千円
ゴルフ場経営
運営受託

100.0
役員の兼任等3名

金沢セントラル㈱ 東京都渋谷区 3,000千円
ゴルフ場経営
予定

100.0
役員の兼任等3名

㈱東京私市 東京都渋谷区 40,000千円 ゴルフ場経営 100.0
ゴルフ場運営受託

役員の兼任等4名

㈱秩父ゴルフクラブ 東京都渋谷区 10,000千円 ゴルフ場経営 100.0
ゴルフ場運営受託

役員の兼任等3名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ゴルフ事業
5,252

〔3,091〕

合計
5,252

〔3,091〕

従業員数(名)
3,844

〔1,556〕

名称 組合員数(名) 加盟上位団体

泉佐野カントリークラブ 
(注)

12
全国一般労働組合
大阪一般合同労働組合

JEC連合関東化学一般労組 29 JEC連合(日本化学エネルギー産業労働組合連合会)



(注) 加盟上位団体に単独加入している為、労働組合としての組成はありません。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰・円安基調での為替推移等の不安要素は

あったものの、企業収益に支えられた設備投資の増加や個人消費の増加等により概ね順調に推移いたし

ました。 

当企業グループが属するゴルフ業界につきましては、ゴルフプレーヤーが集中する土・日曜日に雨が

多いなど天候に恵まれない状況はあったものの、女子プロゴルファーの活躍などによるゴルフ人気の上

昇によりゴルフプレーの意欲は継続的に高まっており、収益環境は明るい兆しが増してきております。

このような経営環境の下当企業グループは、更なる経営基盤の拡大を図るため、株式会社ゴルフ・ア

ライアンスをグループ外部からゴルフ場の運営を受託することを目的として平成18年4月に、金沢セン

トラル株式会社を将来のゴルフ場保有を目的として平成18年6月にそれぞれ設立いたしました。また、

株式会社東京私市の会社更生手続が平成18年6月に終結したことにより同社を連結子会社とし、平成18

年9月には株式会社秩父ゴルフクラブの全株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。 

ゴルフ場の運営につきましては、コースへのカート乗入れを可能にする等の顧客サービス向上により

集客を図り、また、集中購買によりコースメンテナンス費用の削減を図るなどの活動を行ってまいりま

した。 

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益が35,060百万円となり営業利益は7,007百万円

となりました。経常利益は、支払利息451百万円及び当中間連結会計期間において新たに組成したシン

ジケートローンの組成費用126百万円を計上したことを主な要因として6,509百万円となりました。土地

売却等により固定資産売却益345百万円を特別利益に計上し、また、貸倒引当金繰入額104百万円を特別

損失に計上したこと等を主因として税金等調整前中間純利益は6,748百万円となり、中間純利益は6,699

百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、半期報告書の提出初年

度であるため、前年同期との対比は行っておりません。(以下、「(2) キャッシュ・フローの状況」及

び「２ 生産、受注及び販売の状況」においても同じ。) 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、新規連結に伴う資金

の増加額67百万円及び資金の増加額1,505百万円により前連結会計年度より1,572百万円増加し7,073百

万円となりました。各活動別のキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであります。

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は、6,251百万円となりました。主な要因

は、税金等調整前中間純利益6,748百万円、減価償却費1,109百万円、のれん償却費556百万円、営業未

収入金の減少額807百万円、前受年会費収入の減少額3,126百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動により使用した資金は、5,936百万円となりました。主な内容

は、有形固定資産の取得による支出1,508百万円、投資有価証券の取得による支出631百万円、連結子会

社の株式の取得による支出3,912百万円等であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動により得られた資金は、1,190百万円となりました。内容は、

長期借入れによる収入3,500百万円、長期借入金の返済による支出2,310百万円であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当企業グループは、ゴルフ事業が主要な事業であるため、該当事項はありません。 

なお、当企業グループは、ゴルフ事業の単一セグメントのため、事業の種類別セグメントの情報は作

成しておりませんので、売上区分別の金額を記載しております(以下、「販売実績」まで同じ)。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当企業グループは、ゴルフ事業が主要な事業であるため、該当事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を売上区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題については、重要な変更はありませ

ん。 

  

営業収益区分 仕入高(千円)

商品 1,303,700

合計 1,303,700

営業収益区分 販売高(千円)

ゴルフ場運営 25,338,185

レストラン 6,683,577

ゴルフ用品販売 1,702,900

その他 1,335,767

合計 35,060,431



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、以下の契約を行っております。 

 
  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

契約会社名
相手方

契約内容 契約期間
の名称

 ㈱アコーディア・ゴルフ   ㈱みずほコーポレート銀行

総額93億円のシンジケートローンによる借

入枠の設定（金銭消費貸借契約）

平成18年７月26日から平成23年

３月31日まで

なお、㈱みずほコーポレート銀行は、平成

18年８月31日付をもって㈱三井住友銀行等

５行に対して68億円の貸付限度枠の地位を

譲渡しております。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 
（注）帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、工具器具及び備品及びソフトウエアで  

    あります。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  当中間連結会計期間において、スポーツ振興株式会社は、株式会社寄居カントリー倶楽部の分割により
寄居カントリークラブを承継したため以下の設備が新たに当企業グループの主要な設備となりました。

 当該設備の状況は以下のとおりであります。

会社名

事業所名 事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員数

(所在地) 建物 ゴルフ 土地

その他 合計

(名)

及び構築物 コース (面積千㎡)

スポーツ
振興㈱

寄居カ
ントリ
ークラ
ブ

ゴルフ
事業

ゴルフコ
ース

426,459 2,239,554
519,654
（595）

115,021 3,300,689 － 
(埼玉県
大里郡
寄居町)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）平成18年10月31日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式）による増資によ  

   り発行済株式数が50,000株増加しております。また平成18年11月1日に東京証券取引所市場第一 

   部に上場いたしました。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,990,000

計 3,990,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 998,587 1,048,587
東京証券取引所
(市場第1部)

―

計 998,587 1,048,587 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権 

① 第１回新株予約権 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、当該調整時点で行使されていない本新株予約権の目的たる株式数のみ行われる。調

整により生じる１株未満の端株については切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 

  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、本新株予約権の目的たる株式数について、合理的な範囲で必要と認める調

整を行うことができる。 

２ 本新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式分割の場合は株式分割のための株

式割当日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

３ 新株予約権の行使条件は下記の通りである。 

 ①上場の日後１ヶ月を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。 

 ②当社の株券が上場される日まで継続的に、当社または当社子会社の取締役、執行役員、監査役または従業員

であることを要する。 

 ③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

４ 新株予約権の譲渡に関する事項は下記の通りである。 

  新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記新株予約権割当契約書に

もとづき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。 

  

取締役会及び株主総会事項についての書面決議による決議日(平成18年３月30日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 19,700 19,640

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 19,700 19,640

新株予約権の行使時の払込金額(円) 135,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成20年４月21日
至 平成25年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  135,000
資本組入額  67,500

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率



② 第２回Ａ種新株予約権 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、当該調整時点で行使されていない本新株予約権の目的たる株式数のみ行われる。調

整により生じる１株未満の端株については切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 

  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、本新株予約権の目的たる株式数について、合理的な範囲で必要と認める調

整を行うことができる。 

２ 本新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式分割の場合は株式分割のための株

式割当日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

３ 新株予約権の行使条件は下記の通りである。 

 ①上場の日後１年を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。 

 ②当社の株券が上場される日まで継続的に、当社の取締役、執行役員、監査役または従業員であることを要す

る。 

 ③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

４ 新株予約権の譲渡に関する事項は下記の通りである。 

  新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記新株予約権割当契約書に

もとづき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。 

  

取締役会及び株主総会事項についての書面決議による決議日(平成18年３月30日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,800 1,800

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,800 1,800

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年４月21日
至 平成25年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1
資本組入額 1

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率



③ 第２回Ｂ種新株予約権 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、当該調整時点で行使されていない本新株予約権の目的たる株式数のみ行われる。調

整により生じる１株未満の端株については切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 

  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、本新株予約権の目的たる株式数について、合理的な範囲で必要と認める調

整を行うことができる。 

２ 本新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式分割の場合は株式分割のための株

式割当日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

３ 新株予約権の行使条件は下記の通りである。 

 ①上場の日後１年を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。 

 ②平成20年１月１日と当社の株券が上場される日まで継続的に、当社の取締役、執行役員、監査役または従業

員であることを要する。 

 ③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

４ 新株予約権の譲渡に関する事項は下記の通りである。 

  新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記新株予約権割当契約書に

もとづき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。 

  

取締役会及び株主総会事項についての書面決議による決議日(平成18年３月30日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,195 1,195

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,195 1,195

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成20年１月１日
至 平成25年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1
資本組入額 1

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率



④ 第２回Ｃ種新株予約権 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、当該調整時点で行使されていない本新株予約権の目的たる株式数のみ行われる。調

整により生じる１株未満の端株については切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 

  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、本新株予約権の目的たる株式数について、合理的な範囲で必要と認める調

整を行うことができる。 

２ 本新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式分割の場合は株式分割のための株

式割当日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

３ 新株予約権の行使条件は下記の通りである。 

 ①上場の日後１年を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。 

 ②平成21年１月１日と当社の株券が上場される日まで継続的に、当社の取締役、執行役員、監査役または従業

員であることを要する。 

 ③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

４ 新株予約権の譲渡に関する事項は下記の通りである。 

  新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記新株予約権割当契約書に

もとづき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。 

  

取締役会及び株主総会事項についての書面決議による決議日(平成18年３月30日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,195 1,195

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,195 1,195

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成21年１月１日
至 平成25年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1
資本組入額 1

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率



⑤ 第２回Ｄ種新株予約権 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、当該調整時点で行使されていない本新株予約権の目的たる株式数のみ行われる。調

整により生じる１株未満の端株については切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 

  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、本新株予約権の目的たる株式数について、合理的な範囲で必要と認める調

整を行うことができる。 

２ 本新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式分割の場合は株式分割のための株

式割当日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、当社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の

必要が生じた場合には、当社は、払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

３ 新株予約権の行使条件は下記の通りである。 

 ①上場の日後１年を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。 

 ②平成22年１月１日と当社の株券が上場される日まで継続的に、当社の取締役、執行役員、監査役または従業

員であることを要する。 

 ③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

４ 新株予約権の譲渡に関する事項は下記の通りである。 

  新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記新株予約権割当契約書に

もとづき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。 

  

取締役会及び株主総会事項についての書面決議による決議日(平成18年３月30日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,210 1,210

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,210 1,210

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成22年１月１日
至 平成25年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1
資本組入額 1

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
 (注)１．20株を1株とする株式併合による減少であります。  

２．平成18年10月31日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式）による増資により発行済株 

  式数が50,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ4,631,250千円増加しております。 

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

 平成18年4月16日 
 (注)

△18,973,153 998,587 － 6,309,727 － 14,509,220

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

サウス・ウインド・リアルティ・
ファイナンス・ケイマン・カンパ
ニー

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グランド・
ケイマン、ジョージ・タウン

780,890 78.20

株式会社アコーディアホールディ
ング

東京都港区西麻布三丁目20番16号 217,697 21.80

計 ― 998,587 100.00

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

998,587
998,587 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 998,587 ― ―

総株主の議決権 ― 998,587 ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

当社株式は、平成18年11月1日から東京証券取引所市場第一部に上場しておりますので、該当事項は

ありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券届出書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  
  

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(3) 当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※４ 7,077,277 5,504,702

 ２ 営業未収入金 6,505,257 7,045,222

 ３ たな卸資産 1,517,779 1,507,688

 ４ 繰延税金資産 3,232,996 2,662,285

 ５ その他 ※２ 1,633,975 1,569,892

   貸倒引当金 △2,938,656 △2,891,846

   流動資産合計 17,028,628 12.1 15,397,945 11.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 21,394,469 20,519,209

  (2) ゴルフコース 61,135,778 58,216,444

  (3) 土地 ※２ 26,322,668 25,389,635

  (4) その他 3,311,124 2,972,497

   有形固定資産合計 112,164,040 80.0 107,097,786 79.8

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 － 4,151,082

  (2) のれん 5,258,644 －

  (3) その他 3,629,453 3,554,892

   無形固定資産合計 8,888,097 6.3 7,705,975 5.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 長期貸付金 ※２ 395,669 2,617,163

  (2) その他 ※２ 2,801,559 2,169,203

    貸倒引当金 △973,542 △852,767

   投資その他の資産合計 2,223,686 1.6 3,933,599 2.9

   固定資産合計 123,275,824 87.9 118,737,361 88.5

   資産合計 140,304,453 100.0 134,135,307 100.0



 
  

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,359,873 1,957,343

 ２ １年以内返済予定 
   長期借入金

※2,3 4,735,600 4,500,000

 ３ 未払金 3,938,600 5,995,553

 ４ 未払法人税等 777,747 297,746

 ５ 前受年会費収入 1,658,385 4,740,246

 ６ 賞与引当金 360,884 235,632

 ７ ポイントカード引当金 500,374 431,510

 ８ その他 621,562 499,651

   流動負債合計 14,953,028 10.7 18,657,684 13.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2,3 61,454,400 60,500,000

 ２ 繰延税金負債 11,408,585 11,423,031

 ３ 入会保証金 18,857,751 16,617,559

 ４ その他 112,571 118,133

   固定負債合計 91,833,307 65.4 88,658,724 66.1

   負債合計 106,786,336 76.1 107,316,409 80.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ― ― 6,309,727 4.7

Ⅱ 資本剰余金 ― ― 16,009,220 11.9

Ⅲ 利益剰余金 ― ― 4,499,949 3.4

   資本合計 ― ― 26,818,897 20.0

   負債及び資本合計 ― ― 134,135,307 100.0



 
  

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 6,309,727 4.5 ― ―

 ２ 資本剰余金 16,009,220 11.4 ― ―

 ３ 利益剰余金 11,199,169 8.0 ― ―

   株主資本合計 33,518,117 23.9 ― ―

   純資産合計 33,518,117 23.9 ― ―

   負債純資産合計 140,304,453 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 35,060,431 100.0 43,200,979 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 事業費 ※１ 26,568,573 34,278,444

 ２ 販売費及び一般管理費 ※２ 1,484,062 28,052,635 80.0 3,715,717 37,994,161 87.9

   営業利益 7,007,795 20.0 5,206,817 12.1

Ⅲ 営業外収益

 １ 受取利息 10,214 34,675

 ２ 利用税等報奨金 23,651 30,110

 ３ 施設賃貸収入 9,476 42,764

 ４ その他 53,134 96,476 0.3 80,692 188,244 0.4

Ⅳ 営業外費用

 １ 支払利息 451,096 709,896

 ２ シンジケートローン 
   組成費用

126,802 823,019

 ３ その他 16,566 594,466 1.7 68,652 1,601,569 3.7

   経常利益 6,509,805 18.6 3,793,492 8.8

Ⅴ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 345,913 256,497

 ２ 営業補償金 78,097 －

 ３ その他 51,524 475,535 1.3 188,918 445,416 1.0

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※４ 19,098 116,488

 ２ 貸倒引当金繰入額 104,727 －

 ３ 貸倒損失 － 69,675

 ４ 災害損失 63,156 14,050

 ５ 訴訟和解金 40,000 －

 ６ その他 9,523 236,505 0.7 － 200,214 0.5

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

6,748,835 19.2 4,038,694 9.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

618,978 653,319

   法人税等調整額 △569,362 49,615 0.1 △934,699 △281,380 △0.7



 
  

   中間(当期)純利益 6,699,219 19.1 4,320,074 10.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

    当中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、前中間連結会計期間の中間連結  
    剰余金計算書は記載しておりません。 

  

 
  

④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 7,818,111

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株式の発行 6,249,727

 ２ 株式交換による増加高 1,941,381 8,191,108

Ⅲ 資本剰余金期末残高 16,009,220

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 179,875

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 4,320,074 4,320,074

Ⅲ 利益剰余金期末残高 4,499,949

株主資本

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高  (千円) 6,309,727 16,009,220 4,499,949 26,818,897 26,818,897

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 6,699,219 6,699,219 6,699,219

中間連結会計期間中の変動額合計 

            (千円)
－ － 6,699,219 6,699,219 6,699,219

平成18年９月30日残高  (千円) 6,309,727 16,009,220 11,199,169 33,518,117 33,518,117



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税金等調整前中間(当期)純利益 6,748,835 4,038,694

 減価償却費 1,109,932 2,770,978

 のれん償却費 556,651 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 28,046 △134,658

 賞与引当金の増加額 120,068 77,594

 ポイントカード引当金の増加額 67,520 187,577

 受取利息 △10,214 △34,675

 支払利息 451,096 709,896

 固定資産売却益 △345,913 △256,497

 固定資産売却損 19,098 116,488

 営業未収入金の増減額（△は増加） 807,021 △852,276

 買掛金の増加額 365,234 245,374

 未払金の増加額 77,224 2,016,969

 前受年会費収入の増減額（△は減少） △3,126,079 2,323,893

 その他 △52,284 △1,286,294

    小計 6,816,238 9,923,064

 利息の受取額 12,205 31,724

 利息の支払額 △446,848 △733,420

 法人税等の支払額 △129,765 △910,239

   営業活動によるキャッシュ・フロー 6,251,829 8,311,129

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △1,508,698 △1,946,954

 有形固定資産の売却による収入 420,740 349,191

 無形固定資産の取得による支出 △132,720 △290,718

 投資有価証券の取得による支出 △631,200 △40,000

 連結子会社の株式及び出資金の取得による支出 △3,912,698 △36,611,688

 短期貸付金の増減 △163,000 260,000

 長期貸付けによる支出 － △2,276,944

 長期貸付金の回収よる収入 270 185,275

 更生会社へのスポンサー出資中間金の支払に 
 よる支出

－ △868,800

 その他 △9,100 △268,535

   投資活動によるキャッシュ・フロー △5,936,409 △41,509,174

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 短期借入金の減少額 － △4,384,132

 長期借入れによる収入 3,500,000 67,000,000

 長期借入金の返済による支出 △2,310,000 △43,563,493

 新株式の発行による収入 － 12,499,454

   財務活動によるキャッシュ・フロー 1,190,000 31,551,828

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,505,420 △1,646,217

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,501,050 5,615,503

Ⅵ 株式交換による子会社増加に伴う 



 
  

  現金及び現金同等物の増加額 － 1,531,764

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 67,156 －

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 7,073,627 5,501,050



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項     連結子会社の数  14社

  連結子会社の名称：

  スポーツ振興㈱

  ㈱白鷺ゴルフクラブ

  ㈱土浦カントリークラブ

  ㈱越前カントリー倶楽部

  日東興業㈱

  東海開発㈱

  ㈱フェニックス・カントリー・  

 クラブ

  ㈱ＮＧＣマネジメント

  ㈱ゴルフプロスタッフ

  ㈲エーシーアンドエッチアール  

 エス

  ㈱ゴルフ・アライアンス

  金沢セントラル㈱

  ㈱東京私市

  ㈱秩父ゴルフクラブ

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数  10社

連結子会社の名称：

 スポーツ振興㈱

 ㈱白鷺ゴルフクラブ

 ㈱土浦カントリークラブ

 ㈱越前カントリー倶楽部

 日東興業㈱

 東海開発㈱

 ㈱フェニックス・カントリー・  

クラブ

 エスイー開発㈱

 ㈱ゴルフプロスタッフ

 ㈲エーシーアンドエッチアール  

エス

 ㈱ゴルフ・アライアンスは平成18年

4月、金沢セントラル㈱については

平成18年6月にそれぞれ設立され連

結子会社となりました。 

㈱東京私市は、会社更生手続が平成

18年6月に終結したため当中間連結

会計期間より連結子会社となりまし

た。㈱秩父ゴルフクラブについて

は、平成18年9月に株式を取得する

ことにより連結子会社となりまし

た。エスイー開発㈱は、当中間連結

会計期間において社名変更し㈱ＮＧ

Ｃマネジメントとなっております。 

当社は㈱霞台カントリークラブの発

行済株式総数の100%を所有しており

ますが、同社は会社更生法適用期間

中であり有効な支配従属関係が存在

しないと認められるため、子会社に

含めておりません。

 当連結会計年度から新規に連結の範

囲に含めることとした会社は13社、

合併により消滅したため連結の範囲

から除いた会社は13社であり、その

内訳は以下のとおりであります。 

(1) ㈱オークメドウ、東和ランド

㈱、㈱オーク・ヒルズ、㈱グレンオ

ークス、西野商事㈱、㈱愛鷹カント

リー倶楽部、第一興業㈱及び㈱愛宕

原ゴルフ場の８社は、平成17年8月1

日に株式交換により当社の完全子会

社となりましたが、平成18年1月1日

付をもって連結子会社の日東興業㈱

と合併し消滅したため、連結の範囲

から除いております。 

 (2) 前連結会計年度において連結子

会社でありました㈱石岡カントリー

倶楽部、日本グリーンホールディン

グス㈲、㈱彩の森カントリークラ

ブ、㈱西茨城興産及び㈱オーク・ホ

ールディングスの５社は、平成17年

10月1日付をもって連結子会社のス

ポーツ振興㈱と合併し消滅したた

め、連結の範囲から除いておりま

す。



 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) ㈱越前カントリー倶楽部、㈲エ

ーシーアンドエッチアールエス、日

東興業㈱、東海開発㈱及び㈱フェニ

ックス・カントリー・クラブの５社

は、株式取得または持分取得により

連結子会社となったため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めており

ます。  

 なお、当社は㈱東京私市の発行済

株式総数の100%を所有しております

が、同社は会社更生法適用期間中で

あり有効な支配従属関係が存在しな

いと認められるため、子会社に含め

ておりません。

２ 持分法の適用に関する事

項

 非連結子会社及び関連会社はありま

せん。

同左

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

 連結子会社の中間期の末日は、中間

連結決算日と一致しております。

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

① 有価証券 

同左

② たな卸資産 

  主として先入先出法による原価法

② たな卸資産 

同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  定額法

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  建物及び構築物    ２～60年

  機械装置及び運搬具  ２～17年

  工具器具及び備品   ２～15年

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

  定額法

  なお、のれんについては５年間及

び10年間で償却しております。ま

た、自社利用目的のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

② 無形固定資産 

  定額法 

  なお、営業権については毎期均  

 等額（５年）を償却しておりま  

 す。また、自社利用目的のソフ 

 トウェアについては、社内におけ 

 る利用可能期間(５年)に基づく定 

 額法を採用しております。

 (3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上する方

法を採用しております。

① 貸倒引当金

同左



 
  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち、当中間連結

会計期間の負担額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担額を計上しております。

③ ポイントカード引当金

  ポイントカード制度に基づき、顧

客へ付与したポイント利用に備える

ため、当中間連結会計期間末におい

て将来利用されると見込まれる額を

計上しております。

③ ポイントカード引当金

  ポイントカード制度に基づき、顧

客へ付与したポイント利用に備える

ため、当連結会計年度末において将

来利用されると見込まれる額を計上

しております。

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引にかかる方法に準じた会計処

理によっております。

同左

 (5) その他中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

同左

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

同左

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）   
 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年
12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 
平成17年12月9日）を適用しております。従来の「資本の
部」の合計に相当する金額は33,518,117千円であります。
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会
計期間における中間連結財務諸表の「純資産の部」につい
ては、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しており
ます。

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基
準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用
指針第6号 平成15年10月31日)を適用しております。これ
による損益に与える影響はありません。

 
（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計  
 基準） 
 当中間連結会計期間より、「企業結合に係る会計基準」
（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等
に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成17年12月
27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準
に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成
17年12月27日）を適用しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 7,338,547千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  6,259,093千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 (1) 下記の資産については、長期借入金66,190,000

千円(１年以内返済予定長期借入金4,735,600千円を

含む)の担保に供しております。

その他（短期貸付金） 193,000千円

その他(投資有価証券) 1,500,000千円

   上記の他に関係会社株式、（㈱越前カントリー倶

楽部、㈲エーシーアンドエッチアールエス、㈱ゴル

フ・アライアンス、金沢セントラル㈱、㈱秩父ゴル

フクラブを除く）及び関係会社長期貸付金（㈱秩父

ゴルフクラブを除く）は上記借入金の担保に供して

おります。また、子会社が有するゴルフ場の土地・

建物については上記借入金の担保留保となっており

ます。

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 (1)  下 記 の 資 産 に つ い て は、長 期 借 入 金

65,000,000千円(１年以内返済予定長期借入金

4,500,000千円を含む)の担保に供しております。

長期貸付金 2,276,944千円

投資有価証券 40,000千円

   上記の他に関係会社株式、（㈱越前カントリー倶

楽部を除く）及び関係会社長期貸付金は上記借入金

の担保に供しております。また、子会社が有するゴ

ルフ場の土地・建物については上記借入金の担保留

保となっております。

 

 (2) 東京湾観光㈱の別除権付債権に対し次の資産を担

保に供しております。

建物 1,594千円

 (2) 緑営開発㈱及び東京湾観光㈱の別除権付債権に対

し次の資産を担保に供しております。

建物 6,434千円

土地 3,004千円

計 9,438千円

※３ 財務制限条項

   長期借入金66,190,000千円(１年以内返済予定長

期借入金4,735,600千円を含む)には、以下の財務制

限条項がついており、財務制限条項に抵触した場合

には、特定物件担保留保対象不動産に対し、抵当権

の設定登記が行われます。

  ① 各計算基準日における連結貸借対照表における

純資産の部の金額を前年同期比75％以上かつ120

億円以上に維持すること。 

 

  ② 各年度の決算期及び中間決算期における連結損

益計算書に示される経常損益および営業損益が損

失にならないようにすること。 

 

  ③ 各計算基準日における連結貸借対照表上の自己

資本比率(純資産額／総資産額×100)を13％以上

に維持すること。但し、平成18年９月中間決算期

末に関しては、10％以上とすること。 

 

  ④ 各計算基準日においてデット・サービス・カバ

レッジ・レシオ(DSCR)を1.3倍以上にすること。 

 

  ⑤ 各計算基準日においてレバレッジ・レシオの比

率が以下を超えないこと。

※３ 財務制限条項

   長期借入金65,000,000千円(１年以内返済予定長

期借入金4,500,000千円を含む)には、以下の財務制

限条項がついており、財務制限条項に抵触した場合

には、特定物件担保留保対象不動産に対し、抵当権

の設定登記が行われます。

  ① 平成18年３月期決算以降、各計算基準日におけ

る連結貸借対照表における資本の部の金額を前年

同期比75％以上かつ120億円以上に維持するこ

と。

  ② 平成18年３月期決算以降、各年度の決算期及び

中間決算期における連結損益計算書に示される経

常損益および営業損益が損失にならないようにす

ること。

  ③ 平成18年３月期決算以降、各計算基準日におけ

る連結貸借対照表上の自己資本比率(純資産額／

総資産額×100)を13％以上に維持すること。但

し、平成18年３月期決算および平成18年９月中間

決算期末に関しては、10％以上とすること。

  ④ 平成18年９月中間決算期以降、各計算基準日に

おいてデット・サービス・カバレッジ・レシオ

(DSCR)を1.3倍以上にすること。

  ⑤ 平成18年９月中間決算期以降、各計算基準日に

おいてレバレッジ・レシオの比率が以下を超えな

いこと。



 
  

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

 

計算基準日 レバレッジ・レシオ

平成18年９月中間決算期 
および平成19年３月期

5.50倍

平成19年９月中間決算期 
および平成20年３月期

5.00倍

平成20年９月中間決算期 
および平成21年３月期

4.50倍

平成21年９月中間決算期 
および平成22年３月期並
びに平成22年9月中間決算
期

4.25倍

  ⑥ 本契約締結日(平成17年９月26日)以降、各事業

年度の設備投資額は、各年度の決算期を算出基準

日とする連結貸借対照表および連結損益計算書等

に基づき算出する売上高設備投資比率(設備投資

÷総売上高)の割合が5.9％以下となる範囲内で行

うこと。

  ⑦ 本契約締結日の属する月の末日以降、各月末に

おける連結貸借対照表上の現預金残高が３ヶ月連

続して30億円を下回らず、また２ヶ月間連続して

20億円を下回らないこと。

 

計算基準日 レバレッジ・レシオ

平成18年９月中間決算期
および平成19年３月期

5.50倍

平成19年９月中間決算期
および平成20年３月期

5.00倍

平成20年９月中間決算期
および平成21年３月期

4.50倍

平成21年９月中間決算期
および平成22年３月期

4.25倍

  ⑥ 本契約締結日(平成17年９月26日)以降、各事業

年度の設備投資額は、各年度の決算期を算出基準

日とする連結貸借対照表および連結損益計算書等

に基づき算出する売上高設備投資比率(設備投資

÷総売上高)の割合が5.9％以下となる範囲内で行

うこと。但し、平成18年３月期事業年度について

は、54億円未満とする。

  ⑦ 本契約締結日の属する月の末日以降、各月末に

おける連結貸借対照表上の現預金残高が３ヶ月連

続して30億円を下回らず、また２ヶ月間連続して

20億円を下回らないこと。

※４ 偶発債務

   債務保証

   一般顧客の会員権購入資金の借入債務残高

3,954,922千円に対して連帯保証債務を負担してお

ります。なお、当該連帯保証債務のうち1,929千円

については預金3,649千円を担保に供しており、ま

た、3,952,992千円については連結子会社日東興業

㈱の再生計画案の認可決定により支払の金額が連帯

保証金額の概ね2.5％に限定されております。

※４ 偶発債務

   債務保証

   一般顧客の会員権購入資金の借入債務残高 

4,656,710千円に対して連帯保証債務を負担してお

ります。なお、当該連帯保証債務のうち3,351千円

については預金3,652千円を担保に供しており、ま

た、4,653,358千円については連結子会社日東興業

㈱の再生計画案の認可決定により支払の金額が連帯

保証金額の概ね2.5％に限定されております。

５ 貸出コミットメント契約

  貸出コミットメントの総額  9,300,000千円

  借入実行残高        1,700,000千円

  差引額           7,600,000千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
（注）普通株式の発行済株式総数の減少18,973,153株は、平成18年4月16日付の20株を1株とする株式併合による減少

であります。 
  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 事業費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

給与手当 3,388,319千円

雑給 4,864,125千円

外注費 4,287,131千円

※１ 事業費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

給与手当 4,148,711千円

雑給 5,165,043千円

外注費 6,671,825千円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 206,755千円

支払報酬 368,391千円

※２ 販売費及び一般管理費

      主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 367,365千円

公租公課 429,578千円

外注費 629,413千円

支払報酬 492,240千円

貸倒引当金繰入額 340,107千円

※３ 固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 4,314千円

ゴルフコース 117,853千円

土地 193,904千円

その他 29,840千円

計 345,913千円

 

※３ 固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 26,041千円

土地 230,456千円

計 256,497千円

 

※４ 固定資産除売却損の内訳

建物及び構築物 18,325千円

その他 772千円

計 19,098千円

※４ 固定資産除売却損の内訳

建物及び構築物 34,508千円

ゴルフコース 46,656千円

その他 35,322千円

計 116,488千円

前連結会計年度末株式

数（株）

当中間連結会計期間増

加株式数（株）

当中間連結会計期間減

少株式数（株）

当中間連結会計期間末

株式数（株）

発行済株式

  普通株式（注） 19,971,740         － 18,973,153      998,587

合計 19,971,740         － 18,973,153      998,587



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金 7,077,277千円

担保に供している預金 △3,649千円

現金及び現金同等物 7,073,627千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金 5,504,702千円

担保に供している預金 △3,652千円

現金及び現金同等物 5,501,050千円

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

中間期末残高
相当額 
(千円)

その他（有
形 固 定 資
産）

1,552,411 283,294 1,269,116

合計 1,552,411 283,294 1,269,116

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

機械装置及
び運搬具 728,681 187,583 541,097

工具器具及
び備品

51,132 35,108 16,024

合計 779,813 222,691 557,122

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 334,897千円

１年超 1,131,187 〃

合計 1,466,085千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 138,085千円

１年超 428,835 〃

合計 566,921千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 127,035千円

減価償却費相当額  119,862 〃

支払利息相当額 11,611 〃

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 86,101千円

減価償却費相当額   77,606 〃

支払利息相当額 8,955 〃

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。



 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (貸主側)

 ① 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額及び中間期末残高

                                              

 (貸主側)

 ① 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額及び期末残高

                                                

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

                                               

 ② 未経過リース料期末残高相当額

                                     

 

 ③ 当中間期の受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額

                                  

 ③ 当期の受取リース料、減価償却費及び受取利息相

当額

受取リース料 8,400千円

減価償却費 5,334 〃

受取利息相当額 4,918 〃

 ④ 利息相当額の算定方法

                                               

   

 ④ 利息相当額の算定方法

   リース料総額と見積残存価額の合計額からリース

物件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっておりま

す。

(転貸リース取引)

  未経過支払リース料中間期末残高相当額

１年以内 2,958千円

１年超 11,626 〃

合計 14,585千円

(転貸リース取引)

  未経過支払リース料期末残高相当額

１年以内 3,179千円

１年超 13,169 〃

合計 16,348千円

  未経過受取リース料中間期末残高相当額

１年以内 2,958千円

１年超 11,626 〃

合計 14,585千円

  未経過受取リース料期末残高相当額

１年以内 3,179千円

１年超 13,169 〃

合計 16,348千円

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

  未経過リース料

１年以内 279,614千円

１年超 606,980 〃

合計 886,594千円

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

  未経過リース料

１年以内 160,064千円

１年超 349,270 〃

合計 509,335千円

(転貸リース取引)

 ①未経過支払リース料

                                               

  

(転貸リース取引)

  ①未経過支払リース料

１年以内 5,817千円

１年超 16,966 〃

合計 22,783千円

 ②未経過受取リース料

                                               

  

  ②未経過受取リース料

１年以内 5,817千円

１年超 16,966 〃

合計 22,783千円



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 1,543,064

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 83,064



(ストック・オプション等関係) 

 当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

   １．ストック・オプションの内容及び規模 

           当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは以下のとおりであります。 

 
（注）１．平成18年9月30日末時点におきまして、退職による失権により付与対象者の従業員並びに子会社の従業員の

人数が4名減り307名となり付与数は240株減り19,700株となっております。 

   ２．株式数に換算して記載しております。 

   ３．上場後1年を経過するまでは、新株予約権を一切行使することは出来ません。 

   ４．権利行使期間の初日まで継続的に、当社の取締役、執行役員、監査役または従業員であることを要しま

す。 

  

   ２．中間連結財務諸表への影響額                                

     会社法の施行日以前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表  

     への影響はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当企業グループの事業は、ゴルフ事業及びにこれに付帯する業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントがないため、当該事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当企業グループの事業は、ゴルフ事業及びにこれに付帯する業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントがないため、当該事項はありません。 

  

会社名 提出会社

種類 第一回新株予約権
第二回Ａ種新株予
約権

第二回Ｂ種新株予
約権

第二回Ｃ種新株予
約権

第二回Ｄ種新株予
約権

付与対象者の区分
及び人数（名）

取締役4名、執行
役員8名、従業員
並びに子会社の従
業員311名（注）1

取締役4名、執行
役員5名

取締役4名、執行
役員4名

取締役4名、執行
役員4名

取締役4名、執行
役員4名

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの付与数（注）2

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

19,940（注）1 1,800 1,195 1,195 1,210

付与日 平成18年4月20日 平成18年4月20日 平成18年4月20日 平成18年4月20日 平成18年4月20日

権利確定条件 － （注）3 （注）3，4 （注）3，4 （注）3，4

対象勤務期間 － － （注）4 （注）4 （注）4

権利行使期間
自 平成20年4月21日 自 平成18年4月21日 自 平成20年1月1日 自 平成21年1月1日 自 平成22年1月1日

至 平成25年4月30日 至 平成25年4月30日 至 平成25年4月30日 至 平成25年4月30日 至 平成25年4月30日

権利行使価格
（円） 135,000              1              1              1              1

付与日における
公正な評価単価

－ － － － －



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店等がないため、所在地別セグメントは記載

しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店等がないため、所在地別セグメントは記載

しておりません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高がないため、海外売上高は記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、海外売上高は記載しておりません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１．１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

２．１株当たり純資産の算定上の基礎 

 
  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 33,565円54銭 １株当たり純資産額 1,342円84銭

１株当たり中間純利益 6,708円69銭 １株当たり当期純利益 284円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、当中間連結会計期間は非上場であり期中平均株価の

把握が出来ないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、平成18年4月16日付で普通株式20株につき1株の株

式併合を行っております。前連結会計年度の開始の日に

当該株式併合が行われたと仮定した場合における１株当

たり情報の各数値はそれぞれ以下のとおりであります。 

 

 

（前連結会計年度） 

  １株当たり純資産額      26,856円85銭 

  １株当たり当期純利益   5,697円83銭  

 

なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 6,699,219 4,320,074

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 6,699,219 4,320,074

普通株式の期中平均株式数(株) 998,587 15,163,924

項目
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 33,518,117 －

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － －

普通株式に係る中間期末の純資産額(千円) 33,518,117 －

１株当たり純資産の算定に用いられた中間期
末の普通株式(株)

998,587 －



(重要な後発事象) 

  
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１． 重要な新株の発行 

  当社は、以下のとおり増資を行っております。 

 

  増資の方法 有償一般募集（ブックビルディング  

        方式） 

  株式の種類 普通株式 

  発行数   50,000株 

  発行価額  185,250円 

  発行総額  9,262,500千円 

  資本組入額 92,625円 

  払込期日  平成18年10月31日 

  配当起算日 平成18年4月1日 

  資金の使途 新規ゴルフ場の取得等 

  その他   平成18年11月1日に東証第一部に上場  

        いたしました。 

 

１．株式併合  

  当社は、発行済株式数の適正化を図るため平成18  

 年4月16日付をもって、発行済株式総数19,971,740株 

 について20株を1株に併合し、998,587株とする株式  

 併合を行いました。 前期首において当該株式併合  

 が行われたと仮定した場合における1株当たり情報の 

 各数値はそれぞれ以下のとおりです。 

 

（前連結会計年度） 

 1株当たり純資産   16,318円46銭 

 

（当連結会計年度） 

 1株当たり純資産   26,856円85銭 

 1株当たり当期純利益  5,697円83銭 

 

（注）前連結会計年度は連結損益計算書を作成してい  

  ないため1株当たり当期純利益は記載しておりませ 

  ん。潜在株式調整後1株当たり当期純利益について 

  は、当連結会計年度は潜在株式が存在しないため 

  記載しておりません。



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２．ストックオプション（新株予約権）の発行  

  当社は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定  

 に基づき、平成18年3月30日開催の取締役会及び同日 

 付商法第253条第1項に基づく株主総会事項について 

 の書面決議により、平成18年4月20日付で当社の取締 

 役及び従業員並びに当社子会社の従業員に対して無 

 償でストックオプションとして新株予約権を発行す 

 ることを決議いたしました。なお、新株予約権の目 

 的となる株式の数は平成18年4月16日付の株式併合後 

 の株式の数によるものです。

第1回新株予約

権

第2回新株予約権

新株予約権の総

数
19,940個 5,400個

新株予約権1個

当たりの目的と

なる株式

普通株式１株

発行価額 無償

行使時の払込金

額 135,000円 1円

新株予約権の行

使期間

平成20年4月21日

～平成25年4月30

日

1,800個

平成18年4月21日～

平成25年4月30日

1,195個

平成20年1月1日～

平成25年4月30日

1,195個

平成21年1月1日～

平成25年4月30日

1,210個

平成22年1月1日～

平成25年4月30日

（注）当社の株式

が日本国内の証券

取 引 所 に 上 場 さ

れ、上場の日後1年

を 経 過 す る ま で

は、本新株予約権

は一切行使するこ

とができません。

 

３．重要な契約の締結 

  当社は、機動的な資金調達を目的として以下の通  

 り総額93億円のシンジケートローンによる借入枠 

 の設定契約（金銭消費貸借契約）を行っておりま 

 す。 

 （1）契約の相手会社の名称・・・㈱みずほコーポレ 

                ート銀行 

 （2）契約締結日・・・平成18年7月26日 

 （3）契約の内容・・・総額93億円のシンジケートロ 

           ーンによる借入枠の設定契約  

  なお、㈱みずほコーポレート銀行は、平成18年  

 ８月31日付をもって㈱三井住友銀行等５行に対し 

 て68億円の貸付限度枠の地位を譲渡しております。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,962,768 5,111,515

 ２ 営業未収入金 508,569 422,012

 ３ たな卸資産 12,351 9,667

 ４ 繰延税金資産 78,596 56,618

 ５ 未収入金 2,575,413 1,607,172

 ６ その他 ※２ 452,514 146,021

   流動資産合計 9,590,212 9.2 7,353,006 7.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 202,157 190,063

 ２ 無形固定資産 471,752 380,831

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 61,725,135 58,525,180

  (2) 長期貸付金 ※２ 32,298,069 35,784,482

  (3) その他 ※２ 299,779 1,169,864

     計 94,322,984 95,479,527

   固定資産合計 94,996,894 90.8 96,050,422 92.9

   資産合計 104,587,107 100.0 103,403,429 100.0



 
  

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 61,213 81,818

 ２ １年以内返済予定 
   長期借入金

※2,3 4,735,600 4,500,000

 ３ 未払金 1,873,010 3,927,814

 ４ 未払法人税等 372,040 8,022

 ５ 預り金 12,776,713 11,585,855

 ６ 賞与引当金 97,556 60,067

 ７ ポイントカード引当金 2,882 1,828

 ８ その他 15,997 5,504

   流動負債合計 19,935,013 19.1 20,170,910 19.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2,3 61,454,400 60,500,000

   固定負債合計 61,454,400 58.7 60,500,000 58.5

   負債合計 81,389,413 77.8 80,670,910 78.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ― ― 6,309,727 6.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 ― 14,509,220

 ２ その他資本剰余金 ― 1,500,000

   資本剰余金合計 ― ― 16,009,220 15.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 ― 413,570

   利益剰余金合計 ― ― 413,570 0.4

   資本合計 ― ― 22,732,518 22.0

   負債及び資本合計 ― ― 103,403,429 100.0



 
  

  

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 6,309,727 6.0 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 14,509,220 ―

  (2) その他資本剰余金 1,500,000 ―

   資本剰余金合計 16,009,220 15.3 ― ―

 ３ 利益剰余金

   その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 878,746 ―

   利益剰余金合計 878,746 0.9 ― ―

   株主資本合計 23,197,694 22.2 ― ―

   純資産合計 23,197,694 22.2 ― ―

   負債純資産合計 104,587,107 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 3,255,754 100.0 4,891,470 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 事業費 934,761 1,201,991

 ２ 販売費及び一般管理費 1,155,563 2,090,324 64.2 2,764,551 3,966,543 81.1

   営業利益 1,165,430 35.8 924,927 18.9

Ⅲ 営業外収益 ※１ 253,113 7.8 641,937 13.1

Ⅳ 営業外費用 ※２ 670,789 20.6 1,103,275 22.5

   経常利益 747,754 23.0 463,589 9.5

Ⅴ 特別利益 28,190 0.8 ― ―

Ⅵ 特別損失 ― ― 1,997 0.1

   税引前中間(当期)純利益 775,945 23.8 461,592 9.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

332,748 239,412

   法人税等調整額 △21,978 310,769 9.5 △11,516 227,896 4.6

   中間(当期)純利益 465,175 14.3 233,695 4.8

   前期繰越利益 ― 179,875

   当期未処分利益 ― 413,570

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 6,309,727 14,509,220 1,500,000 16,009,220 413,570 22,732,518 22,732,518

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 465,175 465,175 465,175

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － － － 465,175 465,175 465,175

平成18年９月30日残高(千円) 6,309,727 14,509,220 1,500,000 16,009,220 878,746 23,197,694 23,197,694



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

  子会社株式

   移動平均法による原価法

  その他有価証券

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

(1) 有価証券

  子会社株式

   同左

     その他有価証券

   同左

     

(2) たな卸資産

  商品

   先入先出法による原価法

  貯蔵品

   最終仕入原価法

(2) たな卸資産

  商品

   同左

  貯蔵品

   同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定額法

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物        ８～15年

  構築物       10～20年

  機械及び装置    ５～15年

  車両運搬具       ４年

  工具器具及び備品  ４～10年

(1) 有形固定資産

   同左

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

   同左

４ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備えるた  

 め、支給見込額のうち当中間会計  

  期間の負担額を計上しておりま  

  す。

(1) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるた  

  め、支給見込額のうち当事業年度 

  の負担額を計上しております。

(2) ポイントカード引当金         

  ポイントカード制度に基づき、顧

客へ付与したポイント利用に備える

ため当中間会計期間末において将来

利用されると見込まれる額を計上し

ております。

(2) ポイントカード引当金  

    ポイントカード制度に基づき、  

  顧客へ付与したポイント利用に備 

  えるため、当会計年度末において  

  将来利用されると見込まれる額を 

  計上しております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

   同左

６ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

   同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基
準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17
年12月9日）を適用しております。 
 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は23,197,694
千円であります。なお、中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財務諸表の「純資産の
部」については、改正後の中間財務諸表等規則により作成
しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準）
  当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第6号 平成15年10月31日)を適用しております。これに
よる損益に与える影響はありません。

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会  

計基準） 

当中間会計期間より、「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成17年12月

27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号

平成17年12月27日）を適用しております。

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  86,150千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  66,871千円

 

※２ 担保に供している資産

   下記の資産については、長期借入金66,190,000

千円(１年以内返済予定長期借入金4,735,600千円を

含む)の担保に供しております。

その他(短期貸付金) 193,000千円

投資有価証券 61,149,443千円

長期貸付金 31,940,569千円

   また、子会社が有するゴルフ場の土地・建物につ

いては、上記借入金の担保留保となっております。

 

※２ 担保に供している資産

   下記の資産については、長期借入金65,000,000

千円(１年以内返済予定長期借入金4,500,000千円を

含む)の担保に供しております。

投資有価証券 58,112,487千円

長期貸付金 35,784,482千円

   また、子会社が有するゴルフ場の土地・建物につ

いては、上記借入金の担保留保となっております。

※３ 財務制限条項

   長期借入金66,190,000千円(１年以内返済予定長

期借入金4,735,600千円を含む)には、以下の財務制

限条項がついており、財務制限条項に抵触した場合

には、特定物件担保留保対象不動産に対し、抵当権

の設定登記が行われます。

  ① 各計算基準日における連結貸借対照表における

純資産の部の金額を前年同期比75％以上かつ120

億円以上に維持すること。 

 

  ② 各年度の決算期及び中間決算期における連結損

益計算書に示される経常損益および営業損益が損

失にならないようにすること。 

 

  ③ 各計算基準日における連結貸借対照表上の自己

資本比率(純資産額／総資産額×100)を13％以上

に維持すること。但し、平成18年３月期決算およ

び平成18年９月中間決算期期末に関しては、10％

以上とすること。

※３ 財務制限条項

   長期借入金65,000,000千円(１年以内返済予定長

期借入金4,500,000千円を含む)には、以下の財務制

限条項がついており、財務制限条項に抵触した場合

には、特定物件担保留保対象不動産に対し、抵当権

の設定登記が行われます。

  ① 平成18年３月期決算以降、各計算基準日におけ

る連結貸借対照表における資本の部の金額を前年

同期比75％以上かつ120億円以上に維持するこ

と。

  ② 平成18年３月期決算以降、各年度の決算期及び

中間決算期における連結損益計算書に示される経

常損益および営業損益が損失にならないようにす

ること。

  ③ 平成18年３月期決算以降、各計算基準日におけ

る連結貸借対照表上の自己資本比率(純資産額／

総資産額×100)を13％以上に維持すること。但

し、平成18年３月期決算および平成18年９月中間

決算期期末に関しては、10％以上とすること。



 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

 

  

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

 

  ④ 各計算基準日においてデット・サービス・カバ

レッジ・レシオ(DSCR)を1.3倍以上にすること。 

 

  ⑤ 各計算基準日においてレバレッジ・レシオの比

率が以下を超えないこと。

計算基準日 レバレッジ・レシオ

平成18年９月中間決算期 
および平成19年３月期

5.50倍

平成19年９月中間決算期 
および平成20年３月期

5.00倍

平成20年９月中間決算期 
および平成21年３月期

4.50倍

平成21年９月中間決算期 
および平成22年３月期並
びに平成22年９月中間決
算期

4.25倍

  ⑥ 本契約締結日(平成17年９月26日)以降、各事業

年度の設備投資額は、各年度の決算期を算出基準

日とする連結貸借対照表および連結損益計算書等

に基づき算出する売上高設備投資比率(設備投資

÷総売上高)の割合が5.9％以下となる範囲内で行

うこと。但し、平成18年３月期事業年度について

は、54億円未満とする。

  ⑦ 本契約締結日の属する月の末日以降、各月末に

おける連結貸借対照表上の現預金残高が３ヶ月連

続して30億円を下回らず、また２ヶ月間連続して

20億円を下回らないこと。

 

  ④ 平成18年９月中間決算期以降、各計算基準日に

おいてデット・サービス・カバレッジ・レシオ

(DSCR)を1.3倍以上にすること。

  ⑤ 平成18年９月中間決算期以降、各計算基準日に

おいてレバレッジ・レシオの比率が以下を超えな

いこと。

計算基準日 レバレッジ・レシオ

平成18年９月中間決算期
および平成19年３月期

5.50倍

平成19年９月中間決算期
および平成20年３月期

5.00倍

平成20年９月中間決算期
および平成21年３月期

4.50倍

平成21年９月中間決算期
および平成22年３月期

4.25倍

  ⑥ 本契約締結日(平成17年９月26日)以降、各事業

年度の設備投資額は、各年度の決算期を算出基準

日とする連結貸借対照表および連結損益計算書等

に基づき算出する売上高設備投資比率(設備投資

÷総売上高)の割合が5.9％以下となる範囲内で行

うこと。但し、平成18年３月期事業年度について

は、54億円未満とする。

  ⑦ 本契約締結日の属する月の末日以降、各月末に

おける連結貸借対照表上の現預金残高が３ヶ月連

続して30億円を下回らず、また２ヶ月間連続して

20億円を下回らないこと。

４ 貸出コミットメント契約

 

貸出コミットメントの総額 9,300,000千円

借入実行残高 1,700,000千円

差引額 7,600,000千円

５ 偶発債務 

 連結子会社であるスポーツ振興㈱が保有する寄

居カントリークラブの会員預託金1,797,859千円

の会員への返還に対して連帯保証を行っておりま

す。

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

受取利息 248,973千円

※１ 営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

受取利息 634,614千円

 

※２ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

支払利息 559,984千円

※２ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

支払利息 772,121千円

シンジケートローン組成費用 312,156千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 19,278千円

無形固定資産 41,702千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 38,838千円

無形固定資産 56,994千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
 該当事項はありません。 

  



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

中間期末残高
相当額 
(千円)

有形固定資産 32,008 5,262 26,745

合計 32,008 5,262 26,745  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

有形固定資産 18,584 2,310 16,273

合計 18,584 2,310 16,273

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 6,240千円

１年超  20,752 〃

合計 26,993千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,577千円

１年超  12,821 〃

合計 16,398千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 3,128千円

減価償却費相当額 2,951 〃

支払利息相当額 299 〃

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 2,468千円

減価償却費相当額  2,310 〃

支払利息相当額 281 〃

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

同左

   利息相当額の算定方法

同左

 (貸主側)

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間

期末残高

                                         
         

 (貸主側)

 ① 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額及び期末残高

                                    
         

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

                                        
    

 ② 未経過リース料期末残高相当額

                                    
    

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

                                         
   

 ③ 当期の受取リース料、減価償却費及び受取利息相

当額

受取リース料 8,400千円

減価償却費 5,334 〃

受取利息相当額 4,918 〃

 ④ 利息相当額の算定方法

                                       

 

 ④ 利息相当額の算定方法

      利息相当額の各期への配分方法については、利息

法によっております。



 

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(転貸リース取引)

 ① 未経過支払リース料中間期末残高相当額

１年以内 323,355千円

１年超 1,112,800 〃

合計 1,436,155千円

(転貸リース取引)

 ① 未経過支払リース料期末残高相当額

１年以内 124,166千円

１年超 416,054 〃

合計 540,221千円

 ② 未経過受取リース料中間期末残高相当額

１年以内 323,355千円

１年超 1,112,800 〃

合計 1,436,155千円

 ② 未経過受取リース料期末残高相当額

１年以内 124,166千円

１年超 416,054 〃

合計 540,221千円

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

  未経過リース料

１年以内 13,506千円

１年超 27,923 〃

合計 41,430千円

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

  未経過リース料

１年以内 13,398千円

１年超 29,587 〃

合計 42,985千円

(転貸リース取引)

 ① 未経過支払リース料

１年以内 255,230千円

１年超 559,781 〃

合計 815,011千円

(転貸リース取引)

 ① 未経過支払リース料

１年以内 138,684千円

１年超 312,228 〃

合計 450,912千円

 ② 未経過受取リース料

１年以内 255,230千円

１年超 559,781 〃

合計 815,011千円

 ② 未経過受取リース料

１年以内 138,684千円

１年超 312,228 〃

合計 450,912千円



(有価証券関係) 

当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １．１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

項目
当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 23,230円51銭 1,138円23銭

１株当たり中間(当期)純利益金額 465円83銭 15円41銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、当中間連結

会計期間は非上場であり期中平均株

価の把握が出来ないため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。

  また、平成18年4月16日付で普通

株式20株につき1株の株式併合を行

っております。 

前事業年度の開始の日に当該株式併

合が行われたと仮定した場合におけ

る１株当たり情報の各数値はそれぞ

れ以下のとおりであります。 

 

（前事業年度） 

１株当たり純資産額 

 22,764円68銭 

１株当たり当期純利益金額  

  308円22銭 

 

  なお、前事業年度の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

項目
当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 465,175 233,695

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 465,175 233,695

普通株式の期中平均株式数(株) 998,587 15,163,924

項目
当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 23,197,694 －

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － －

普通株式に係る中間期末の純資産額(千円) 23,197,694 －

１株当たり純資産の算定に用いられた中間期末
の普通株式(株)

998,587 －



(重要な後発事象) 

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１． 重要な新株の発行 
  当社は、以下のとおり増資を行っております。 
 
  増資の方法 有償一般募集（ブックビルディング  
        方式） 
  株式の種類 普通株式 
  発行数   50,000株 
  発行価額  185,250円 
  発行総額  9,262,500千円 
  資本組入額 92,625円 
  払込期日  平成18年10月31日 
  配当起算日 平成18年4月1日 
  資金の使途 新規ゴルフ場の取得等 
  その他   平成18年11月1日に東証第一部に上場  
        いたしました。

１．株式併合
  当社は、発行済株式数の適正化を図るため平成18  
 年4月16日付をもって、発行済株式総数19,971,740株 
 について20株を1株に併合し、998,587株とする株式  
 併合を行いました。  
  前期首において当該株式併合が行われたと仮定した 
 場合における1株当たり情報の各数値はそれぞれ以下の
 とおりです。 
 
（前事業年度） 
 1株当たり純資産    16,318円46銭 
 1株当たり当期純利益  28,110円14銭 
 
（当事業年度） 
 1株当たり純資産    22,764円68銭 
 1株当たり当期純利益    308円22銭 
 
 （注）潜在株式調整後1株当たり当期純利益については 
      潜在株式が存在しないため記載しておりま
      せん。



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

２．ストックオプション（新株予約権）の発行 
  当社は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に 
 基づき、平成18年3月30日開催の取締役会及び同日付商 
 法第253条第1項に基づく株主総会事項についての書面 
 決議により、平成18年4月20日付で当社の取締役及び従 
 業員並びに当社子会社の従業員に対して無償でストッ 
 クオプションとして新株予約権を発行することを決議 
 いたしました。なお、新株予約権の目的となる株式の 
 数は平成18年4月16日付の株式併合後の株式の数による 
 ものです。

 

第1回新株予約

権

第2回新株予約権

新株予約権の総

数
19,940個 5,400個

新株予約権1個

当たりの目的と

なる株式

普通株式１株

発行価額 無償

行使時の払込金

額 135,000円 1円

新株予約権の行

使期間

平成20年4月21日

～平成25年4月30

日

1,800個

平成18年4月21日～

平成25年4月30日

1,195個

平成20年1月1日～

平成25年4月30日

1,195個

平成21年1月1日～

平成25年4月30日

1,210個

平成22年1月1日～

平成25年4月30日

（注）当社の株式

が日本国内の証券

取 引 所 に 上 場 さ

れ、上場の日後1年

を 経 過 す る ま で

は、本新株予約権

は一切行使するこ

とができません。

３．重要な契約の締結 
  当社は、機動的な資金調達を目的として以下の通  
 り総額93億円のシンジケートローンによる借入枠 
 の設定契約（金銭消費貸借契約）を行っておりま 
 す。 
 （1）契約の相手会社の名称・・・㈱みずほコーポレ 
                ート銀行 
 （2）契約締結日・・・平成18年7月26日 
 （3）契約の内容・・・総額93億円のシンジケート 
                       ローンによる借入枠の設定契 
                       約  
  なお、㈱みずほコーポレート銀行は、平成18年  
 ８月31日付をもって㈱三井住友銀行等５行に対して 
  68億円の貸付限度枠の地位を譲渡しております。



第６ 【提出会社の参考情報】 

 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券届出書及びその添付書類

  平成18年10月2日関東財務局長に提出。

（2）有価証券届出書の訂正届出書

  訂正届出書（上記（1）有価証券届出書の訂正届出書）を平成18年10月6日関東財務局長に提出。

   訂正届出書（上記（1）有価証券届出書の訂正届出書）を平成18年10月16日関東財務局長に提出。

    訂正届出書（上記（1）有価証券届出書の訂正届出書）を平成18年10月24日関東財務局長に提出。

（3）臨時報告書
   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（親会社の異動）及び第4号（主要株主の異動） 
  の規定に基づく臨時報告書を平成18年11月1日関東財務局長に提出。 



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社アコーディア・ゴルフの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社アコーディア・ゴルフ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月31日を払込期日として新株を発行した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年12月22日

株式会社アコーディア・ゴルフ

 取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  本     望  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社アコーディア・ゴルフの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第28期事業年度の中

間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社アコーディア・ゴルフの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月31日を払込期日として新株を発行した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年12月22日

株式会社アコーディア・ゴルフ

 取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  本     望  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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